
１．序

日本の財政が実質上「国が集めて，地方２）が使う」という構造になっていることは周知のことである。

たとえば，平成１２年度においては，中央政府の税収が５２．７兆円であるのに対して地方税収は３５．５兆円であ

る。一方，支出段階で見てみると，中央政府の支出が６３．０兆円に対して，地方政府は９６．１兆円である３）。

つまり，収入と支出では中央政府と地方政府の役割は逆転している。さらに，国税は各地域から徴収され

るという事実と日本が地方交付税制度を採用していることを考慮すれば，「国が集めて，地方が使う」と

いう構造は「税収が多い地域から，少ない地域への移転がある」というように解釈される。

税収の多い地域は大都市を含む地域であり，一方税収の少ない地域は都市から離れた地方である。した

がって，現実の財政調整は大都市から地方への財源の再配分であるということになる。地方税や国・地方

間の財源移転のデータによると，住民１人当たりの地方財源に関しては，都市圏ではなく地方の数字が高

くなることが観測できる。表１は１９９９年（平成１１年）度の１人あたり県民所得，国税徴収済額，地方税額

および地方交付税額の決算値を表したものである４）。地方税額だけをみると都市圏の数字は高いが，地方

交付税額をみると地方圏の数字の方が高い。また１人あたりの地方交付税交付額が１人あたり地方税収よ

りも多い都道府県は２２もある。これを見て「地方が相対的に優遇されてきた」という観察が行われてきた
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１）本稿は入谷・玉岡（１９９７）を拡張したものである。

２）以下，「地方」という用語は「都市圏に含まれていない地域」という意味にも用いる。

３）中央政府の支出には地方政府に対する支出分が含まれているから，これを除くと地方政府支出の比率はさらに高くなる。

４）本論文で扱っているデータはすべて都道府県分と市町村分を合計したものを当該都道府県の数値としている。
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のである５）。

このような地域間の財源調整に存する厚生的な含意は「都市冷遇・地方優遇」ということであろうか。

大都市地域から地方への財源の再分配は，直感的には「大都市を含む地域の厚生水準を下げ，地方の厚生

水準を上げる」効果をもたらす仕組みである（林（１９９６），３４ページ表４）。従来の地方財政に関する多く

の研究は，個々の地方団体ごとの受益と負担の関係を何らかの形で数量化し，受益が負担を超える地域を

地方財政あるいは国の財政調整制度によって恩恵を得ていると考えている。また受益が負担を超える地域

がいわゆる地方圏に多いことから，日本の財政制度全体が都市圏を犠牲にして地方圏を優遇していると考

えているのである。

しかしながらこの事実は大都市圏よりも地方圏を優遇しているという含意をもたらすものでは必ずしも

ない。実際，人口の多い都市に対して人口の少ない地域の一人当たり所得は低いという事実がある。した

がって都市部から地方に再分配することは，都市住民１人あたりの所得のわずかな減少がより多くの地方

の１人当たり所得の増加となる可能性があり，これが結果として都市地域の所得増をもたらし，最終的に

国全体としての厚生水準を上げることにつながる可能性もあろう。したがって，財源の地方間再分配だけ

でなく，国全体からみた地域の厚生的な評価（以下これを地域の厚生ポジションと呼ぶ）を考察する何が

しかの手段なしでは，地域間の財源再分配を評価することはできないのである。

本稿の目的は，中央政府が各地域の厚生ポジションをどのように考慮しているかを明らかにする用具を

準備し，各地方の厚生ポジションの数値を計算し，戦後の地域間財源調整に一つの評価を与えることであ

る。いま一つの目標は厚生ポジションの数値をもとに三位一体改革の評価を行うことである。本論文の結

論は

�ア 観察された期間において都市圏が地方圏に比べて高い厚生ポジションが与えられてきたこと，また

�イ 三位一体改革は改革前に比べて都市圏にさらに高い厚生ポジションを与えること

とまとめることができる。以下，第２節でモデルの説明を行う。第３節で戦後の各地方の厚生ポジション

を計算し，観測結果を評価する。第４節では厚生ポジションの決定要因について分析し，最後の第５節で

三位一体改革の厚生評価を試みる。

２．モデル

地方財政の財源調整制度の研究でしばしば強調されるのが，地方交付税制度によって，「ナショナルミ

ニマム」を超える過度の基準財政需要額が設定され，したがって過度の財政調整が行われている，という

ことである。しかしながら過度の財政調整という場合，いかなる基準で過度であるかを示していることは

稀である。その基準を単に地域間への財源配分の平均値からの乖離をもって測るだけでは不十分である。

なぜなら地方交付税制度の他に国庫支出金，地方譲与税制度，国の許可制のもとで運用されてきた地方債

制度など多様な形態の財源があり，それぞれの財源に応じた基準が生じることになる。

したがって，政府間の財源移転の総体を統一的に評価するにためには，これら様々な制度の下で中央政

府が何らかの形で総合された目的を追求するものと仮定し，その結果現実の財源移転が行われていると考

えるのが自然である。そしてその行動を何らかの数値で表すことによって財政調整が過度であったか否か

５）林・林・齋藤その他（１９９７）も各都道府県における受益と負担の計算からこのような観察を行っている。

会計検査研究 №３０（２００４．９）
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表１ １９９９年度の１人あたり県民所得，国税徴収済額，地方税額および地方交付税額
（単位：万円）

県民所得 国税徴収済額 地方税額 地方交付税額

北 海 道 ２７１．５ ２５．２ ２３．３ ３２．３

青 森 ２４８．４ １８．７ １９．０ ３４．８

岩 手 ２６６．３ １７．６ １９．８ ３６．５

宮 城 ２８１．３ ３４．０ ２５．３ １９．４

秋 田 ２５７．６ １８．３ １９．５ ４０．０

山 形 ２６５．１ １８．８ ２０．７ ３３．３

福 島 ２８１．１ ２１．５ ２４．１ ２４．８

茨 城 ３０２．５ ２５．１ ２４．７ １５．６

栃 木 ３１７．２ ２１．４ ２７．１ １５．４

群 馬 ３０５．７ ２６．５ ２５．５ １７．３

埼 玉 ３２７．４ １８．４ ２４．０ ８．４

千 葉 ３２１．３ ２６．３ ２５．８ ８．３

東 京 ４１９．０ １３８．０ ５３．２ ２．０

神 奈 川 ３２６．３ ３４．２ ３０．０ ５．１

新 潟 ２９５．５ ２３．９ ２４．５ ２５．８

富 山 ２９３．３ ３１．１ ２６．４ ２６．０

石 川 ２９９．３ ３０．８ ２７．１ ２５．３

福 井 ２８３．１ ２６．２ ２９．７ ２９．９

山 梨 ２８６．１ ２２．２ ２４．３ ３１．５

長 野 ２９８．９ ２６．２ ２５．６ ２５．３

岐 阜 ２８９．４ ２３．９ ２５．２ ２０．３

静 岡 ３１０．１ ２８．１ ２９．１ ９．８

愛 知 ３５５．０ ４８．１ ３３．２ ５．２

三 重 ２８２．６ ３０．５ ２６．２ １９．１

滋 賀 ３２２．７ １９．９ ２０．４ １９．０

京 都 ２９５．１ ３５．７ ２２．４ １６．４

大 阪 ３３１．２ ５９．５ １５．９ ６．８

兵 庫 ２９２．９ ３０．１ ２２．０ １４．３

奈 良 ２７８．６ １４．８ ９９．９ ２２．７

和 歌 山 ２４９．３ ２９．６ ３３．４ ３３．２

鳥 取 ２５９．８ １８．７ ２１．７ ４２．５

島 根 ２４６．３ １９．０ ２１．１ ４９．５

岡 山 ２７４．２ ３６．１ ２４．８ ２３．２

広 島 ２９６．０ ２８．７ ２６．２ １８．６

山 口 ２８３．２ ３３．４ ２４．０ ２４．８

徳 島 ２７２．３ ２１．５ ２１．９ ３６．５

香 川 ２８０．５ ３５．０ ２４．６ ２４．０

愛 媛 ２４３．２ ２８．５ ２１．３ ２７．２

高 知 ２４０．３ ２０．０ ２０．０ ４６．０

福 岡 ２７５．０ ２９．２ ２４．１ １６．６

佐 賀 ２６６．７ １９．４ ２１．０ ３３．３

長 崎 ２３６．９ １５．５ １８．６ ３３．５

熊 本 ２５３．３ １８．０ １９．４ ２９．３

大 分 ２６６．９ ２４．８ ２１．６ ３１．８

宮 崎 ２３３．２ １７．０ １８．６ ３３．９

鹿 児 島 ２３３．４ １６．９ １８．４ ３５．０

沖 縄 ２１７．０ １９．５ １５．４ ３０．０
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を判断することができると考える。本稿では，そのために中央政府の目的が「ある種の国民の厚生の最大

化」にあると捉え，それを表現するものとして，「厚生ポジション」という概念を導入する６）。

まず，４７都道府県に番号付けをして，そのインデックスをi＝１，２，……，４７とする。中央政府が想

定している地方iの厚生ポジションを正の数値αiで表す。αiは中央政府が地方政府に対して持っている相

対的重要度を表すものである。

I iを第i県の民間投資（民間設備投資と民間住宅投資の合計）と地方財源による地方政府の支出の合計，

T（ ）を国税，F iを中央政府から地方政府への財源の移転部分とする。F iは地方交付税，国庫支出金およ

び地方譲与税の合計である。今，b iを県民所得を（I i＋F i）で割った第i地方の乗数とすれば，可処分所得

X iは

X i＝b i（I i＋F i）－T（b i（I i＋F i））

である。そこで，各地方の厚生ポジションαiを用いて，地方iの厚生は１人当たりの所得に依存すると仮

定し，u i（X i

N i
）＝（X i

N i
）
αi

によって表す。N iは地方iの人口である。中央政府は，財源の再分配F iの選択に

よって，

maxΠ４７i＝１u i（X i

N i
）

subject to Σ４７i＝１F i＝cΣ
４７
i＝１T（b i（I i＋F i）） �

という問題を解いていると想定する。ここで，c（０＜ｃ＜１）は国税のうちのどれだけを地方への財源

の再分配にまわすかを示す定数である。

この最大化問題の解は次の必要条件

αib i（１－t i）
b i（１－t i）（I i＋F i）

＝μ（１－cb it i），i＝１，２，……，４７

Σ４７j＝１Fj＝cΣ
４７
j＝１T（bj（Ij＋Fj））

を満たす７）。ただし，μは最大化に関わるラグランジュ乗数であり，t i は第i県の限界税率を表す。ここで

税収関数を特定化して，
～ ～

T（X i）＝t iX i，t i は正の一定値

と仮定する。地方の限界税率を一定と想定することは，各都道府県で異なる租税制度があるということで

は必ずしもない。各地方で異なる産業構造があり，そして異なる所得分配がある。それらの結果として，

税制度は共通であっても，このような事態が観測されると考えているのである。この係数 t i は好不況等

の景気の変動とともに変化するであろうが，当該年度には一定であり，また外生的に小さな変化があると

きにも値に変化はないものとしている。これは乗数 b i やcについても同じである。

中央政府が実際に問題 � を解いているのかということには，議論の余地がある。政府の財源移転の在

り方には，一般会計や特別会計等の関係や制度的な要因がある。また諸制度が構築されてきた経緯に伴う

歴史的な慣性もあろう。そのような視点からすれば，財源移転の問題を問題 � のように理解することは

違和感を伴うであろう。本論文で，我々が目指しているものは，「現実の財源移転を問題 � からながめ

６）林（１９９６）では各地方の代表的個人の厚生最大化という観点から地方交付税制度を評価している。本稿における国民全体の厚生の最大化が中

央政府の目的であるというアプローチと異なる点に注意を要する。

７）問題�では目的関数の単調変換によって解は変化しないから，自然対数を取ってΣiαilog（b i（I i＋F i）－T（b i（I i＋F i）））を新たな目的関数とし

てもよい。計算上はこの方が便利である。

会計検査研究 №３０（２００４．９）
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れば，どのようなことが判明するか」ということであり，現実に政府が問題 � を解いていると想定して

いるのではない。現在の制度と同等のことを問題 � でやらせることはどのようなことを意味するかを考

察するのである。後で明らかになるように，現実のデータが問題 � の解となるような厚生ポジションを

探すという作業をするのである。

最大化問題 � を解いてみよう。最大化の必要条件より，

αi

１
I i＋F i

＝μ（１－cb i t i）よって，I i＋F i＝
αi

μ（１－cb i t i）

である。これを問題 � の制約条件より，上の結果を代入していくと，

Σi I i＋ΣiF i＝cΣi t ib i（I i＋F i）＋Σi I i

Σi（１－ct ib i）（I i＋F i）＝Σi I i

Σi（１－ct ib i）
αi

μ（１－c ib i t i）
＝Σi I i

を得る。よって，F i，μは

μ＝Σiαi

Σi I i

，F i＝
αi

μ（１－cb i t i）
－I i �

の関係を満たす。我々は，厚生ポジションを，中央政府から見た各地域の相対的重要度を表すものと考え

てきた。したがって，Σiαi＝１とすることができる。さらに，最大化問題の性質から，目的関数を単調

変換しても � の解は同一であるから，モデルの取り扱いにおいてもΣiαi＝１とすることに問題はな

い。したがって，� によりF i，μは解かれているわけである。

厚生ポジションαi，i＝１，２，……，４７は直接的には観測可能ではない。データとして観測可能であるの

は，F i，I i，b i，t i（i＝１，２，……，４７）そしてcである。そこで，

現実の中央政府がどのような各地域の厚生ポジションを持っているのか，あるいは，持っているとす

ればどのような値か

と発想すれば，現実のデータをみることによって厚生ポジションの値を得ることができる。つまり，関係

� とデータから政府の行動の背後に存在する各地域の厚生ポジションαi，i＝１，２，……，４７を次の � 式

のように計算することができる。

αi＝（１－cb it i）
F i＋I i

Σ４７j＝１I j
，i ＝１，２，……，４７ �

� 式から，乗数b iと税率t iが小さい値であれば厚生ポジションが高くなることが分かる。表５を見れ

ば，これらの値は大都市を含む地域で高くなっている。つまり，乗数や税率という観点からは大都市地域

に対して厚生ポジションは小さくなると考えられる。一方，地域の投資と政府支出の和の総民間投資に対

する比率（I i＋F i）／ΣIjが高ければ厚生ポジションの値を引き上げるだろう。概してこの値は大都市で高

くなると考えられる。したがって，b i，t i，（I i＋F i）／ΣIjの個別の値だけからはどの地域の厚生ポジショ

ンが高くなるかは必ずしも明らかではない。
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３．観測結果

我々は，上で定義した厚生ポジションαiの値を１９６５年（昭和４０年）度から１９９９年（平成１１年）度まで

の中から８年分を計算した。その結果を表２および図１に示している８）。表３は，各都道府県の厚生ポジ

ションαiの県横断的平均値（４７都道府県なので，１／４７。ただし１９６５年度，１９７０年度は４６都道府県で計

算。）からの乖離を示している。つまり，αj（t ）を時点tの第j県の厚生ポジションとすれば，

表３の数値は

αj（t ）－１／４７
１／４７

×１００，j＝１，２，……，４７，t＝１９６０～１９９２

を表示したものである。表２から読みとれることは，通常によく言われることとは逆の結果である。地方

税や中央・地方政府間の財源移転のデータによると，住民一人当たりの地方財源にかんしては，都市圏で

はなく地方を含む地域が最も高くなることが観測できるので，これを見て「地方圏が相対的に優遇されて

きた」という意見がよく主張されてきた。ところが，表２の数値の意味するところは，厚生ポジションか

らみると，都市圏が戦後継続的に重要視されて来たということである。東京都は観測されたほとんどの時

点で日本で最も高い厚生ポジションの値をとっており，最高で，平均の５．８５倍（１９９０年度），最低でも平

均の３．０４倍（１９８０年度）という高い値をとっている。北海道，神奈川，愛知，大阪，兵庫，福岡は平均の

２倍～３倍程度の大きさの厚生ポジションである。これに対して地方のほとんどの県で，厚生ポジション

は平均値を下回っている。

東京の厚生ポジションを時系列でみると，東京が相対的に評価を下げた時期（１９７５年～１９８０年）と東京

が相対的に高い評価を得た時期（１９６５年～１９７０年，１９８５年～１９９０年）に分けることができる。つまり，第

一次石油危機を契機にして東京の厚生ポジションは下がり始め，第二次石油危機後に厚生ポジションが上

昇を始める。さらに９０年以降に下落する。東京に関していえば，厚生ポジションの大きな変化が過去に３

度発生している。

表３は時点を固定して都道府県の横断面的な平均値からの乖離を与えているため，特に地方について

は，変動がよく観測できないきらいがある。そこで各地域の厚生ポジションの変動を明示するために，あ

る地域を選択し当該の各都道府県の厚生ポジションの時系列的な平均値を計算する。その後，各年度の数

値が得られた平均値からどれだけ離れるかを調べてみる。つまり，

αj（t ）－｛Σ１９９９t＝１９６５αj（t ）｝／８
｛Σ１９９９t＝１９６５αj（t ）｝／８

×１０００，j＝１，２，……，４７，t＝１９６５，７０，７５，８０，８５，９０，９５，９９

を計算するわけである（沖縄は６年度の平均）。表４がその結果である。また図２は図１に対応する都府

県の表４の数値を図示化したものである。１９８０年度，１９９０年度において東京の厚生ポジションが大きく変

化しており，多くの地方において厚生ポジションが東京の変化方向と逆の動きを示していることが観察で

８）ここでは代表的な都府県を取り上げて作図しているが，４７都道府県すべてを含む図が必要な方は著者に連絡されたし。
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表２ αの値（１９６５年度～１９９９年度）

６５年度 ７０年度 ７５年度 ８０年度 ８５年度 ９０年度 ９５年度 ９９年度

北 海 道 ０．０５０７ ０．０４２７ ０．０５６０ ０．０５９４ ０．０４６７ ０．０４３１ ０．０５０７ ０．０４９５

青 森 ０．０１３２ ０．０１０２ ０．０１３４ ０．０１３５ ０．０１１０ ０．０１１３ ０．０１３５ ０．０１５６

岩 手 ０．０１４３ ０．０１１９ ０．０１３９ ０．０１３８ ０．０１０８ ０．０１１３ ０．０１３６ ０．０１３９

宮 城 ０．０１４６ ０．０１５３ ０．０１８２ ０．０１８１ ０．０１７６ ０．０１７４ ０．０１９３ ０．０１８６

秋 田 ０．０１４４ ０．０１０２ ０．０１３３ ０．０１２７ ０．００９４ ０．００９９ ０．０１１４ ０．０１２４

山 形 ０．０１１０ ０．０１０１ ０．０１３６ ０．０１３０ ０．０１０３ ０．０１００ ０．０１１４ ０．０１２５

福 島 ０．０１９１ ０．０１７６ ０．０１９６ ０．０２０８ ０．０１８５ ０．０１８１ ０．０２０３ ０．０２０６

茨 城 ０．０１８５ ０．０２５３ ０．０２４０ ０．０２３３ ０．０２３０ ０．０２２７ ０．０２４０ ０．０２６０

栃 木 ０．０１５３ ０．０１６１ ０．０１４６ ０．０１５５ ０．０１６４ ０．０１６３ ０．０１７４ ０．０１８３

群 馬 ０．０１６９ ０．０１４７ ０．０１５０ ０．０１６５ ０．０１６１ ０．０１５６ ０．０１６０ ０．０１８６

埼 玉 ０．０２６７ ０．０３３５ ０．０３７０ ０．０３９３ ０．０３９５ ０．０４１８ ０．０４１８ ０．０４４４

千 葉 ０．０３１４ ０．０３７６ ０．０４０６ ０．０４０７ ０．０３９６ ０．０４０４ ０．０４０４ ０．０３９１

東 京 ０．０９１１ ０．１００６ ０．０７３８ ０．０６４７ ０．１１００ ０．１２４４ ０．０８６３ ０．０７１７

神 奈 川 ０．０５８９ ０．０５９８ ０．０４７４ ０．０５０７ ０．０６１９ ０．０６０５ ０．０５２９ ０．０５５７

新 潟 ０．０２６１ ０．０２３１ ０．０２４１ ０．０２４１ ０．０２１４ ０．０２１１ ０．０２４０ ０．０２４５

富 山 ０．０１３２ ０．０１３５ ０．０１１８ ０．０１２６ ０．０１１３ ０．０１１０ ０．０１１６ ０．０１０９

石 川 ０．０１０８ ０．０１０１ ０．０１０８ ０．０１０８ ０．００９７ ０．００９４ ０．０１０２ ０．０１１４

福 井 ０．００９０ ０．００９３ ０．０１０１ ０．０１００ ０．００８２ ０．００８３ ０．００８４ ０．００８８

山 梨 ０．００７１ ０．００６６ ０．００７４ ０．００８１ ０．００７７ ０．００８２ ０．００８７ ０．００９２

長 野 ０．０２０７ ０．０１８９ ０．０１９９ ０．０２０７ ０．０２０２ ０．０１８７ ０．０２０５ ０．０２１６

岐 阜 ０．０１６７ ０．０１５３ ０．０１６６ ０．０１６５ ０．０１５７ ０．０１５３ ０．０１６３ ０．０１７４

静 岡 ０．０２６２ ０．０２８９ ０．０２７３ ０．０２９２ ０．０３００ ０．０２９７ ０．０２８３ ０．０２９８

愛 知 ０．０５０４ ０．０５６８ ０．０５３５ ０．０５８４ ０．０６３７ ０．０６６０ ０．０５７４ ０．０５９０

三 重 ０．０１４０ ０．０１５２ ０．０１５７ ０．０１５７ ０．０１３７ ０．０１２７ ０．０１３２ ０．０１３２

滋 賀 ０．０１０７ ０．０１１３ ０．０１１２ ０．０１１５ ０．０１１５ ０．０１０９ ０．０１２３ ０．０１２０

京 都 ０．０２６７ ０．０２５１ ０．０１７６ ０．０１８１ ０．０１９６ ０．０１７６ ０．０１７６ ０．０１７４

大 阪 ０．０７６６ ０．０７６５ ０．０５７３ ０．０５２３ ０．０６２５ ０．０６２２ ０．０５５６ ０．０４２６

兵 庫 ０．０４０６ ０．０４５８ ０．０４０１ ０．０３８４ ０．０４０２ ０．０４２０ ０．０５０６ ０．０４０１

奈 良 ０．００８８ ０．００８２ ０．００９１ ０．０１０４ ０．００８６ ０．００９２ ０．０１００ ０．０１９９

和 歌 山 ０．０１０８ ０．００８７ ０．０１１２ ０．０１１３ ０．００８５ ０．００８４ ０．００８７ ０．０１０４

鳥 取 ０．００５２ ０．００４７ ０．００５９ ０．００６４ ０．００５０ ０．００５４ ０．００６１ ０．００６５

島 根 ０．００９３ ０．００７４ ０．００８１ ０．００８８ ０．００７６ ０．００６７ ０．００８３ ０．００８６

岡 山 ０．０１７５ ０．０２３１ ０．０２１０ ０．０１８０ ０．０１６３ ０．０１４７ ０．０１５９ ０．０１５５

広 島 ０．０２６１ ０．０２４２ ０．０２２９ ０．０２２９ ０．０２３７ ０．０２２８ ０．０２４３ ０．０２４０

山 口 ０．０２０８ ０．０１７６ ０．０１８５ ０．０１６３ ０．０１４０ ０．０１２７ ０．０１３２ ０．０１３５

徳 島 ０．００７１ ０．００６７ ０．００８８ ０．００８１ ０．００６３ ０．００６５ ０．００７５ ０．００８１

香 川 ０．００８３ ０．００８６ ０．００９６ ０．００９０ ０．００７６ ０．００７７ ０．００８５ ０．００８５

愛 媛 ０．０１３９ ０．０１４５ ０．０１３８ ０．０１３７ ０．０１２３ ０．０１１１ ０．０１２０ ０．０１２１

高 知 ０．００９２ ０．００８３ ０．００８４ ０．００８７ ０．００６７ ０．００７１ ０．００７７ ０．００８４

福 岡 ０．０４１７ ０．０３８９ ０．０４６５ ０．０４５３ ０．０３９７ ０．０３６５ ０．０３６８ ０．０３８６

佐 賀 ０．００７７ ０．００７１ ０．００８６ ０．００８７ ０．００６９ ０．００６７ ０．００８１ ０．００８３

長 崎 ０．０１５５ ０．０１１９ ０．０１４０ ０．０１４５ ０．０１２１ ０．０１１９ ０．０１４０ ０．０１４９

熊 本 ０．０１５２ ０．０１２８ ０．０１６７ ０．０１７０ ０．０１４１ ０．０１３８ ０．０１６０ ０．０１６０

大 分 ０．０１０８ ０．０１３０ ０．０１４６ ０．０１２８ ０．０１０３ ０．０１１１ ０．０１２１ ０．０１２５

宮 崎 ０．０１１９ ０．００９８ ０．０１１６ ０．０１１８ ０．００９４ ０．００９５ ０．０１０５ ０．０１０８

鹿 児 島 ０．０１５５ ０．０１２５ ０．０１６５ ０．０１７５ ０．０１４８ ０．０１３６ ０．０１６１ ０．０１６７

沖 縄 ０．０１０１ ０．０１０３ ０．００９７ ０．００８６ ０．０１０６ ０．０１１６
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表３ αの全国平均値からの乖離（１９６５年度～１９９９年度）

６５年度 ７０年度 ７５年度 ８０年度 ８５年度 ９０年度 ９５年度 ９９年度

北 海 道 １３３．１ ９６．５ １６３．２ １７９．４ １１９．７ １０２．６ １３８．１ １３２．７

青 森 －３９．５ －５３．２ －３７．０ －３６．６ －４８．１ －４６．７ －３６．３ －２６．６

岩 手 －３４．１ －４５．４ －３４．７ －３５．１ －４９．２ －４７．０ －３６．２ －３４．８

宮 城 －３２．８ －２９．７ －１４．６ －１４．８ －１７．１ －１８．２ －９．１ －１２．４

秋 田 －３３．７ －５３．０ －３７．６ －４０．３ －５５．７ －５３．７ －４６．４ －４１．５

山 形 －４９．４ －５３．５ －３６．１ －３８．９ －５１．７ －５２．８ －４６．３ －４１．３

福 島 －１２．２ －１９．２ －７．８ －２．２ －１３．１ －１５．０ －４．７ －３．０

茨 城 －１５．０ １６．２ １３．０ ９．７ ８．２ ６．８ １３．０ ２２．３

栃 木 －２９．６ －２５．９ －３１．３ －２７．１ －２２．７ －２３．２ －１８．３ －１４．０

群 馬 －２２．３ －３２．６ －２９．６ －２２．３ －２４．２ －２６．５ －２４．７ －１２．４

埼 玉 ２２．６ ５４．３ ７３．７ ８４．９ ８５．７ ９６．４ ９６．３ １０８．６

千 葉 ４４．５ ７３．０ ９０．９ ９１．３ ８６．０ ８９．８ ９０．０ ８３．６

東 京 ３１９．０ ３６２．９ ２４６．７ ２０４．０ ４１７．１ ４８４．６ ３０５．４ ２３６．９

神 奈 川 １７０．８ １７５．１ １２３．０ １３８．５ １９１．０ １８４．２ １４８．５ １６２．０

新 潟 １９．８ ６．２ １３．５ １３．２ ０．６ －０．７ １２．６ １４．９

富 山 －３９．２ －３７．８ －４４．５ －４０．８ －４６．８ －４８．２ －４５．７ －４８．９

石 川 －５０．５ －５３．６ －４９．０ －４９．１ －５４．３ －５５．６ －５２．２ －４６．４

福 井 －５８．５ －５７．４ －５２．５ －５２．９ －６１．４ －６０．９ －６０．５ －５８．５

山 梨 －６７．６ －６９．５ －６５．０ －６２．０ －６３．６ －６１．３ －５９．２ －５６．６

長 野 －４．８ －１３．２ －６．５ －２．８ －５．２ －１２．２ －３．６ １．６

岐 阜 －２３．０ －２９．７ －２２．０ －２２．６ －２６．４ －２８．１ －２３．２ －１８．２

静 岡 ２０．６ ３２．８ ２８．４ ３７．１ ４０．９ ３９．５ ３２．９ ４０．０

愛 知 １３１．６ １６１．３ １５１．６ １７４．４ １９９．３ ２１０．４ １６９．７ １７７．４

三 重 －３５．５ －２９．９ －２６．１ －２６．３ －３５．８ －４０．３ －３７．８ －３７．９

滋 賀 －５０．７ －４７．９ －４７．５ －４５．９ －４６．０ －４８．８ －４２．４ －４３．６

京 都 ２２．６ １５．６ －１７．４ －１５．１ －８．０ －１７．１ －１７．２ －１８．２

大 阪 ２５２．４ ２５２．０ １６９．４ １４５．８ １９３．５ １９２．１ １６１．２ １００．２

兵 庫 ８６．９ １１０．５ ８８．３ ８０．７ ８８．９ ９７．６ １３７．９ ８８．７

奈 良 －５９．７ －６２．２ －５７．１ －５１．０ －５９．４ －５６．７ －５３．２ －６．６

和 歌 山 －５０．１ －５９．９ －４７．２ －４７．０ －６０．０ －６０．４ －５９．１ －５１．２

鳥 取 －７６．２ －７８．３ －７２．５ －６９．９ －７６．７ －７４．７ －７１．５ －６９．３

島 根 －５７．３ －６６．１ －６２．０ －５８．５ －６４．３ －６８．６ －６１．０ －５９．４

岡 山 －１９．４ ６．４ －１．４ －１５．６ －２３．５ －３１．０ －２５．４ －２７．２

広 島 １９．９ １１．２ ７．５ ７．８ １１．６ ７．２ １４．４ １２．７

山 口 －４．３ －１８．９ －１３．１ －２３．６ －３４．３ －４０．３ －３７．８ －３６．６

徳 島 －６７．１ －６９．２ －５８．７ －６１．９ －７０．４ －６９．４ －６４．６ －６１．８

香 川 －６２．０ －６０．５ －５５．１ －５７．７ －６４．３ －６３．６ －６０．２ －６０．３

愛 媛 －３６．１ －３３．４ －３５．１ －３５．８ －４２．４ －４７．８ －４３．４ －４３．０

高 知 －５７．５ －６２．０ －６０．３ －５９．１ －６８．３ －６６．７ －６３．７ －６０．４

福 岡 ９１．６ ７８．９ １１８．６ １１２．９ ８６．５ ７１．６ ７２．９ ８１．３

佐 賀 －６４．８ －６７．３ －５９．４ －５９．２ －６７．５ －６８．３ －６２．０ －６０．９

長 崎 －２８．７ －４５．４ －３４．０ －３２．０ －４３．３ －４４．０ －３４．０ －３０．１

熊 本 －３０．０ －４１．０ －２１．６ －２０．３ －３３．５ －３５．３ －２４．９ －２４．９

大 分 －５０．３ －４０．２ －３１．２ －３９．７ －５１．４ －４７．９ －４３．１ －４１．１

宮 崎 －４５．４ －５４．８ －４５．３ －４４．５ －５５．７ －５５．６ －５０．７ －４９．１

鹿 児 島 －２８．８ －４２．４ －２２．５ －１７．５ －３０．３ －３６．３ －２４．２ －２１．４

沖 縄 －５２．４ －５１．４ －５４．４ －５９．６ －５０．２ －４５．５

中央と地方の財政構造
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表４ αの都道府県別の平均値からの乖離（１９６５年度～１９９９年度）

６５年度 ７０年度 ７５年度 ８０年度 ８５年度 ９０年度 ９５年度 ９９年度

北 海 道 １６．４ －１４３．１ １２３．４ １９２．３ －６２．５ －１３５．６ １６．２ －７．１

青 森 ３４．２ －１９９．８ ５３．７ ６０．６ －１３２．３ －１０９．２ ６４．８ ２２８．１

岩 手 １０８．８ －８２．０ ７５．０ ６７．８ －１６３．９ －１２８．０ ５０．０ ７２．３

宮 城 －１６０．４ －１２１．６ ４４．３ ４１．１ １３．９ ０．２ １１１．０ ７１．４

秋 田 ２３０．７ －１２８．０ １３３．０ ８４．１ －１９５．３ －１５８．８ －２７．１ ６１．３

山 形 －４２．６ －１１９．８ １８３．６ １３０．２ －１０５．４ －１２６．９ －５．３ ８６．３

福 島 －１１．７ －９１．１ １５．０ ７６．５ －４３．１ －６３．５ ４９．５ ６８．３

茨 城 －２０８．８ ８１．２ ２９．１ －１．１ －１５．０ －２７．９ ２９．０ １１３．５

栃 木 －５７．７ －９．１ －１０１．０ －４５．６ １１．９ ５．１ ６９．９ １２６．４

群 馬 ４３．３ －９４．５ －７４．７ ２２．２ －３．７ －３３．５ －１０．５ １５１．４

埼 玉 －２９８．５ －１１７．２ －２７．３ ３５．７ ３９．８ ９９．７ ９９．４ １６８．４

千 葉 －１８８．７ －２８．８ ４８．８ ５１．１ ２１．９ ４３．０ ４３．９ ８．９

東 京 ８．５ １１４．１ －１８３．２ －２８３．８ ２１８．２ ３７７．２ －４４．９ －２０６．２

神 奈 川 ５１．７ ６８．４ －１５２．５ －９３．７ １０６．０ ８０．０ －５５．６ －４．３

新 潟 １０６．６ －１８．８ ２５．６ ２３．２ －９０．７ －１０２．３ １７．５ ３８．９

富 山 １０３．０ １２７．６ －１４．６ ４９．７ －５５．９ －８０．２ －３６．１ －９３．５

石 川 ３４．３ －３０．６ ４１．８ ４０．４ －６５．３ －９３．５ －２３．０ ９５．８

福 井 ０．７ ２５．３ １２０．３ １１１．１ －８９．９ －７９．１ －６７．８ －２０．６

山 梨 －１０５．８ －１５９．２ －５７．０ ２６．３ －１８．９ ４２．８ １００．８ １７１．０

長 野 ２７．９ －６２．７ －１２．１ ２６．３ １．７ －７３．０ １８．６ ７３．４

岐 阜 ３２．１ －５７．６ ２２．９ １４．２ －３５．０ －５６．８ ７．４ ７２．８

静 岡 －８５．１ ７．０ －４７．０ １７．９ ４６．０ ３５．８ －１３．８ ３９．０

愛 知 －１３４．０ －２３．０ －７９．５ ３．９ ９５．２ １３５．６ －１３．３ １５．２

三 重 －１０．９ ７３．７ １０９．０ １０５．８ －３７．７ －１０４．２ －６７．０ －６８．８

滋 賀 －６２．４ －８．８ －２２．２ ８．３ ６．８ －４５．５ ７３．０ ５０．８

京 都 ３３５．７ ２５８．９ －１１９．２ －９５．０ －１９．２ －１１６．６ －１１７．０ －１２７．６

大 阪 ２６２．３ ２６０．８ －５５．４ －１３８．３ ２９．１ ２４．１ －８４．５ －２９８．１

兵 庫 －３８．１ ８３．６ －５１．３ －８９．９ －４８．４ －４．５ １９８．４ －４９．６

奈 良 －１６７．４ －２１８．４ －１３２．９ －１０．３ －１８０．１ －１２４．８ －５３．７ ８８７．６

和 歌 山 １１１．０ －１０７．４ １５１．９ １５４．７ －１２８．４ －１３６．３ －１０８．３ ６２．７

鳥 取 －８３．１ －１６１．８ ３９．０ １３６．７ －１２０．１ －４５．８ ７６．９ １５８．２

島 根 １４７．７ －９０．５ －１．９ ９０．３ －６１．８ －１７５．５ ２４．９ ６６．８

岡 山 －１２．７ ３０４．２ １８３．０ １２．３ －８２．６ －１７２．８ －１０４．９ －１２６．６

広 島 ９２．５ １２．９ －４１．５ －３９．１ －５．１ －４４．５ ２０．０ ４．６

山 口 ３１４．６ １１４．０ １６９．０ ２７．５ －１１６．８ －１９７．３ －１６３．９ －１４７．１

徳 島 －３４．１ －９４．５ １８８．０ ９４．４ －１４７．７ －１２０．９ １７．０ ９７．８

香 川 －２４．３ １６．６ １３０．２ ６４．６ －１０２．９ －８４．９ １．２ －０．５

愛 媛 ７５．５ １２０．２ ６８．６ ５６．６ －５１．４ －１４０．８ －６７．７ －６０．８

高 知 １４５．０ ２１．８ ４６．１ ７８．１ －１６５．５ －１２２．９ －４４．８ ４２．２

福 岡 ２８．８ －３９．６ １４８．７ １１８．９ －２０．０ －９８．１ －９１．４ －４７．３

佐 賀 －１４．２ －８５．３ １１２．２ １１７．８ －１１０．４ －１３２．７ ４０．８ ７１．９

長 崎 １３９．７ －１２６．５ ３２．８ ６４．０ －１１２．８ －１２３．８ ３２．５ ９４．０

熊 本 １．９ －１５５．２ ９７．５ １１５．９ －６８．８ －９４．７ ５１．２ ５２．２

大 分 －１１２．２ ６８．３ ２０３．６ ５４．３ －１４９．６ －８９．１ －５．４ ３０．１

宮 崎 １１３．１ －７９．１ ９１．３ １０７．０ －１１７．６ －１１４．１ －１６．２ １５．５

鹿 児 島 ４．３ －１８７．１ ７０．１ １３８．７ －３７．１ －１２０．５ ４６．０ ８５．７

沖 縄 －２．８ １８．２ －４５．１ －１５３．２ ４２．４ １４０．５

会計検査研究 №３０（２００４．９）
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きる。また９５年以降に奈良の厚生ポジションが急速に上がっている。ただし，絶対値で見れば横断的平均

値よりは下である。

４．厚生ポジションαの決定要因

第３節の結果より厚生ポジションという概念でみた場合，中央政府は都市部に対してより大きなウエイ

トをおいていることが分かった。

�式より都道府県別のαを決定するパラメータは

bi，ti，Fi＋I i

であることが分かる。bi が小さいほど，ti が小さいほど，そして Fi＋I i が大きいほどαは大きくなる。

１９８０年度と１９９０年度は東京が際だって異なる評価を受けている二時点であることが図１から読み取れ

る。したがってこの二時点で都市圏と地方において共通の特徴を抜き出すことができれば，日本の各地域

に関する厚生ポジションの性格を端的に表現することが期待できる。

表５が bi および t i の両年度の値である。都市部では概ね bi が大きく，地方では bi が小さい傾向

を見て取ることができる。一方 ti に関しては，都市部の方が大きい値を取っていることが分かる。した

がって�式の第１項（１－cbi t i）については都市部では小さく，地方では大きくなることが分かる。

次の表６は，Fi＋I i，Fi と I i の値を示したものである。表６から都市部では � 式の第１項が小さい

のにαが大きいのは Fi＋I i が大きいことによることが分かり，地方では � 式の第１項が大きいのにα

が小さいのはFi＋I iが小さいことによることが分かる。表６からさらに分かることは，αが大きい，つま

り Fi＋I i が大きい地域では I i の比率が高いということと，逆にαが小さい，つまり Fi＋I i が小さい

地域では Fi の比率が高いということである。

この結果から分かることは，第１節で述べた通念の「地方財政調整制度は地方を優遇する制度である」

という評価と厚生ポジションでみた場合の各地域の評価とは異なるということである。厚生ポジションと

いう概念でみた場合，優遇されているのは地方ではなく都市圏の方であって，都市圏のもつ大きな生産力

（本稿では民間投資によって表されている）に大きな評価が与えられていることになる。もちろん Fi が

大きければその限りにおいてαの大きさに反映されるので，生産力が同じ地域であっても Fi が大きいほ

ど厚生ポジションでみれば高く評価されることに相違はない。

５．三位一体改革の評価

地方交付税を中心とするこれまでの財源配分システムは地方におけるナショナルミニマムの確保と地方

間の財源調整の役割を果たしてきたが，近年その役割に多くの疑問が投げ掛けられている。地方の住民や

地方自治体からすれば地方交付税や国庫支出金などの移転財源は自らの支払った地方税から賄われるので

はなく，国から与えられるものとして捉えられる。一方で地方の歳出は自主財源である地方税などで賄い

きれないほど膨らんでいる。本来は地方交付税などの移転財源も国民の支払った税などにより賄われてい

るが，財源配分システムはこの事実を見えなくしてしまい，一種の財政錯覚の状態を住民や地方自治体に

引き起こしていると指摘されている（地方分権改革推進会議（２００３b））。この結果，過大な財政需要を地

会計検査研究 №３０（２００４．９）
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表５ １９８０年度，１９９０年度におけるbiおよびt i

bi ti bi ti

８０年度 ８０年度 ９０年度 ９０年度

北 海 道 １．９７８ ０．０８９ ２．０３１ ０．１１１

青 森 １．９４９ ０．０７２ １．９３８ ０．０７４

岩 手 １．８８８ ０．０５７ １．９１８ ０．０７３

宮 城 ２．１７７ ０．１１６ ２．０８８ ０．１３４

秋 田 １．９３８ ０．０６３ １．９２０ ０．０７４

山 形 １．８４７ ０．０６５ １．９６５ ０．０８２

福 島 １．９８７ ０．０５９ １．９６８ ０．０８８

茨 城 ２．４３６ ０．０７２ ２．３１３ ０．０９８

栃 木 ２．５５９ ０．０９３ ２．２８３ ０．１００

群 馬 ２．２０２ ０．０９５ ２．２６３ ０．１１１

埼 玉 ３．０３４ ０．０６５ ２．９５６ ０．０８６

千 葉 ２．４５２ ０．０７８ ２．６３５ ０．１０７

東 京 ２．６８６ ０．２８９ ２．０１０ ０．３８５

神 奈 川 ２．８１３ ０．１３２ ２．５９６ ０．１３７

新 潟 １．９９３ ０．０８３ １．９６３ ０．１００

富 山 ２．００４ ０．０９７ １．８４０ ０．１２６

石 川 ２．２１５ ０．０８３ ２．１２９ ０．１２６

福 井 １．６４３ ０．０９５ １．６８２ ０．１２６

山 梨 ２．０２２ ０．０６０ １．８５６ ０．１０９

長 野 ２．１６６ ０．０７２ ２．１３６ ０．１１７

岐 阜 ２．４８７ ０．０７６ ２．３５８ ０．１０７

静 岡 ２．３８５ ０．１１４ ２．２８８ ０．１１８

愛 知 ２．２７０ ０．１５５ ２．１４７ ０．１７５

三 重 ２．２７３ ０．０９０ ２．４６９ ０．１１５

滋 賀 ２．１５５ ０．０７１ ２．２３５ ０．０８３

京 都 ２．７０２ ０．１３３ ２．４００ ０．１７９

大 阪 ３．０４９ ０．１７４ ２．４９３ ０．２４０

兵 庫 ２．５６７ ０．１２３ ２．１９５ ０．１４８

奈 良 ２．３５１ ０．０５９ ２．４７２ ０．０８７

和 歌 山 １．８７７ ０．０９１ １．７７７ ０．１４５

鳥 取 １．８３８ ０．０７２ １．７９５ ０．０８０

島 根 １．６３３ ０．０６３ １．６５８ ０．０８５

岡 山 ２．１１７ ０．１００ ２．２１８ ０．１２５

広 島 ２．５４９ ０．１０９ ２．２７３ ０．１２７

山 口 １．９０４ ０．０９３ １．９３７ ０．１２６

徳 島 ２．０２０ ０．０６２ ２．０４７ ０．０９９

香 川 ２．２３１ ０．１０４ ２．１６０ ０．１４３

愛 媛 ２．１４５ ０．０７６ ２．０６２ ０．０９９

高 知 １．８５７ ０．０７２ １．６２７ ０．０８７

福 岡 ２．１５７ ０．０９７ ２．０６９ ０．１２８

佐 賀 １．９８２ ０．０６０ １．９２４ ０．０８１

長 崎 １．９８４ ０．０６３ １．８８９ ０．０７６

熊 本 ２．１０６ ０．０６６ ２．０９３ ０．０８０

大 分 １．８２７ ０．０８１ １．７３６ ０．０９１

宮 崎 １．５７４ ０．０７６ １．６４３ ０．０８２

鹿 児 島 １．８０５ ０．０６６ １．８６６ ０．０７５

沖 縄 １．７７２ ０．０７０ １．８９５ ０．０９４
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表６ １９８０年度，１９９０年度におけるFi＋I i，F iおよびI
（単位：億円）

Fi＋Ii Fi Ii Fi＋Ii Fi Ii

８０年度 ８０年度 ８０年度 ９０年度 ９０年度 ９０年度

北 海 道 ４４，９５６．９ １５，２５５．１ ２９，７０１．８ ６６，４４６．３ ２３，５７３．７ ４２，８７２．５

青 森 ９，９０１．１ ４，２９４．９ ５，６０６．３ １６，７８５．７ ６，６５９．２ １０，１２６．６

岩 手 ９，８５８．８ ４，１２８．８ ５，７３０．１ １６，６７３．０ ６，４５１．７ １０，２２１．３

宮 城 １４，６８０．８ ３，６１４．３ １１，０６６．５ ２７，５７５．２ ５，６２２．９ ２１，９５２．２

秋 田 ９，１８５．３ ３，６８１．６ ５，５０３．７ １４，５９６．０ ５，５８２．１ ９，０１３．９

山 形 ９，３７４．６ ３，２２２．６ ６，１５２．０ １４，９９１．４ ４，８２０．２ １０，１７１．２

福 島 １４，９７９．４ ４，５２５．４ １０，４５４．０ ２７，２０４．３ ６，６１２．４ ２０，５９２．０

茨 城 １７，６３０．２ ３，８６０．４ １３，７６９．８ ３５，０１４．８ ５，３６８．６ ２９，６４６．２

栃 木 １２，３８６．１ ２，６２０．７ ９，７６５．４ ２５，２０３．８ ３，６３６．８ ２１，５６７．０

群 馬 １２，８７９．０ ３，０４６．５ ９，８３２．６ ２４，４１５．１ ４，１２９．０ ２０，２８６．１

埼 玉 ３０，３４６．９ ５，２６４．８ ２５，０８２．１ ６５，３７２．７ ６，１４３．０ ５９，２２９．７

千 葉 ３１，２１０．９ ４，９６５．７ ２６，２４５．２ ６４，０１５．９ ５，８５３．４ ５８，１６２．５

東 京 １０１，０８０．０ ７，９２８．５ ９３，１５１．４ ２６２，８９５．４ １０，４０３．７ ２５２，４９１．８

神 奈 川 ４６，０７１．１ ４，４２４．５ ４１，６４６．６ ９９，５８１．８ ４，９６６．１ ９４，６１５．７

新 潟 １８，０５６．１ ５，７２５．９ １２，３３０．２ ３２，１１９．０ ８，３７９．４ ２３，７３９．５

富 山 ９，６７９．７ ２，２４３．１ ７，４３６．７ １７，０５４．７ ３，３１１．０ １３，７４３．７

石 川 ８，２４３．９ ２，３４９．８ ５，８９４．１ １４，８６５．６ ３，４０８．８ １１，４５６．８

福 井 ７，４５７．４ １，９７８．１ ５，４７９．３ １２，７２５．７ ２，８６２．６ ９，８６３．１

山 梨 ５，８４５．８ ２，１１５．６ ３，７３０．２ １２，５３２．９ ２，９３３．２ ９，５９９．７

長 野 １５，３５９．５ ４，２８５．３ １１，０７４．２ ２９，１５０．１ ６，２９９．７ ２２，８５０．５

岐 阜 １２，５９５．８ ３，５００．６ ９，０９５．２ ２３，９１８．３ ４，７６３．９ １９，１５４．４

静 岡 ２４，０３１．６ ３，８８３．１ ２０，１４８．５ ４６，７９９．０ ４，８１９．３ ４１，９７９．７

愛 知 ５１，９９４．３ ５，０３８．７ ４６，９５５．６ １０９，８８７．５ ５，２０５．６ １０４，６８２．０

三 重 １２，１５７．７ ３，１７１．０ ８，９８６．７ ２０，１６３．０ ４，３０４．６ １５，８５８．４

滋 賀 ８，５４７．３ １，９０４．７ ６，６４２．６ １６，４８４．１ ２，６７８．３ １３，８０５．８

京 都 １６，２０２．２ ３，５３６．３ １２，６６５．８ ３０，２１３．１ ４，７３７．６ ２５，４７５．５

大 阪 ５６，８５２．４ ７，２０６．８ ４９，６４５．６ １１７，３３７．１ ７，２３８．７ １１０，０９８．４

兵 庫 ３３，０６７．０ ６，８６３．４ ２６，２０３．６ ６８，１８３．９ ８，６９４．１ ５９，４８９．８

奈 良 ７，６３６．１ ２，２８７．７ ５，３４８．５ １４，１３４．８ ３，４２８．７ １０，７０６．０

和 歌 山 ８，４８８．６ ２，７８２．５ ５，７０６．２ １３，２０３．１ ３，８７０．３ ９，３３２．８

鳥 取 ４，６７２．０ １，９７１．８ ２，７００．２ ７，９６６．６ ２，９３６．４ ５，０３０．１

島 根 ６，２８３．２ ２，８５８．９ ３，４２４．３ ９，８７９．８ ４，４５７．０ ５，４２２．７

岡 山 １４，００４．２ ３，６９２．７ １０，３１１．５ ２３，２２２．１ ４，９２８．５ １８，２９３．６

広 島 １９，０１２．１ ４，４８９．３ １４，５２２．８ ３６，２７２．１ ６，５７３．５ ２９，６９８．５

山 口 １２，３１９．７ ３，１７０．６ ９，１４９．０ １９，７６６．３ ４，７２７．５ １５，０３８．８

徳 島 ５，８６９．７ ２，４１１．１ ３，４５８．６ ９，９１７．１ ３，５９７．９ ６，３１９．２

香 川 ７，１６０．５ １，８５９．７ ５，３００．７ １２，４４５．７ ２，６６７．１ ９，７７８．５

愛 媛 １０，２１７．０ ３，５４６．８ ６，６７０．１ １６，９３０．２ ５，０４６．９ １１，８８３．３

高 知 ６，３５８．８ ３，１１４．９ ３，２４３．９ １０，４８２．１ ４，７２３．０ ５，７５９．１

福 岡 ３５，２８５．１ ８，５０６．９ ２６，７７８．２ ５７，３８１．９ １１，２２１．２ ４６，１６０．８

佐 賀 ６，２５７．６ ２，４３６．４ ３，８２１．２ １０，０４１．８ ３，６７５．３ ６，３６６．６

長 崎 １０，４８７．９ ４，４４７．８ ６，０４０．１ １７，６４７．９ ６，８２３．９ １０，８２４．０

熊 本 １２，４２１．２ ４，５１２．２ ７，９０９．１ ２０，６０８．４ ６，８２６．３ １３，７８２．２

大 分 ９，４６８．６ ３，２６９．１ ６，１９９．４ １６，５３０．６ ５，０３０．８ １１，４９９．７

宮 崎 ８，５２１．２ ３，２７１．５ ５，２４９．８ １３，９４７．９ ５，００６．７ ８，９４１．３

鹿 児 島 １２，６４９．２ ５，３８９．１ ７，２６０．１ ２０，０５２．０ ８，１２３．０ １１，９２９．０

沖 縄 ７，４８９．９ ３，５７４．４ ３，９１５．５ １２，９６１．５ ５，２３１．１ ７，７３０．３
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方自治体の側でもつことになり，またこの財政需要を賄うために国からの財源移転分が増大することにな

る。結果として国と地方双方の財政支出が増大し，財源としての税収が伸び悩んでいることから双方の財

政赤字の原因となっているというのである。

地方自治の定義を地方自らの財源に基づき，地方自らが行うべき仕事の内容を決定するとしたとき，現

状はまさに正反対の状況にある。地方自らが行う仕事の内容を決定するには当然のことながら現行の国・

地方間の事務配分の見直しが必要となる。また事務配分の見直しに伴い，これまでそのような国・地方間

の事務遂行を支えてきた財政システム，特に財源配分システムの見直しが当然必要となる。

上述のような認識を基礎として考慮されているのがこの度の三位一体改革であると捉えることができ

る。地方分権改革推進会議（２００３a）では三位一体改革の目標は

・これまでの中央集権的なシステムを転換し，国と地方の明確な役割分担に基づいた自主・自立の地域社

会からなる分権型システムの構築を目指すこと

・地方の歳出，歳入両面での国による関与を縮減し，住民が行政サービスの受益と負担の関係を選択する

ことが可能となるような地方財政制度の構築を実現すべきであること

・事務・事業の在り方の見直しによる国と地方の役割分担の適正化に応じた税財源配分の在り方と，国の

財源保障の在り方をともに見直すことにより，地方公共団体における受益と負担の関係の明確化を目指

すとともに，地方歳出と地方税収の乖離をできる限り縮小すること

とされている。

このような目標を達成するための案とタイムスケジュールが提出されているが，改革の具体的な中身，

たとえばどのような補助金を削減して，どのような国税を地方に移譲するかについてはいまだ議論の途上

にある。したがって本稿では経済財政諮問会議（２００３）の方針に従って三位一体改革の評価を厚生ポジショ

ンを計算することによって行う。経済財政諮問会議（２００３）による三位一体改革の骨子は

・国庫補助負担金の４兆円程度の削減

・国庫補助負担金対象事業のうち，義務的な事業については国税を全額移譲，その他の個別事業について

は国庫補助負担金廃止額の８割程度を目安とした移譲を行い，移譲の財源としては基幹税をあてる

とまとめられるが，基幹税の移譲に伴って基幹税を財源としている地方交付税も自動的に削減されること

になる。

本稿では対象年度を直近の１９９９年度として，次のような想定で三位一体改革がなされた場合の厚生ポジ

ションの計算を行った。これは変更されるもの以外は現状のルールにしたがうと想定したものである。

（想定１）国庫補助金は一度に４兆円削減される。各都道府県の削減額は削減前の国庫補助金の各都道府

県別のシェアにしたがって決定される。

（想定２）国庫補助金のうち８割を機関委任事務相当とみなし，その額に対応する国税３兆２千億はその

まま地方に移譲。残り８千億の８割を地方に移譲するので，合計３兆８，４００億の国税を削減す

る。また同時に地方税を３兆８，４００億円増額する。各都道府県への配分は，制度変更前の各都

道府県の国税と地方税のシェアにしたがう。

（想定３）国税の基幹税が地方に移譲されると仮定する。地方交付税は基幹税の移譲額の３２％を入り口

ベースで削減されるものとし，各都道府県の削減額は変更前の地方交付税のシェアにしたがう

ものとする。

（想定４）基幹税の委譲により基準財政収入額が増加する。平成１５年度より都道府県の留保財源率も７５％
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表７ 三位一体改革の厚生ポジション（１９９９年度）

αオリジナル α改革後

北海道 ０．０４９５ ０．０４６３

青 森 ０．０１５６ ０．０１４５

岩 手 ０．０１３９ ０．０１２８

宮 城 ０．０１８６ ０．０１８４

秋 田 ０．０１２４ ０．０１１５

山 形 ０．０１２５ ０．０１１７

福 島 ０．０２０６ ０．０１９７

茨 城 ０．０２６０ ０．０２５６

栃 木 ０．０１８３ ０．０１７９

群 馬 ０．０１８６ ０．０１８３

埼 玉 ０．０４４４ ０．０４４３

千 葉 ０．０３９１ ０．０３９５

東 京 ０．０７１７ ０．０９１２

神奈川 ０．０５５７ ０．０５７８

新 潟 ０．０２４５ ０．０２３３

富 山 ０．０１０９ ０．０１０５

石 川 ０．０１１４ ０．０１１０

福 井 ０．００８８ ０．００８４

山 梨 ０．００９２ ０．００８７

長 野 ０．０２１６ ０．０２０８

岐 阜 ０．０１７４ ０．０１６９

静 岡 ０．０２９８ ０．０２９９

愛 知 ０．０５９０ ０．０６１７

三 重 ０．０１３２ ０．０１３０

滋 賀 ０．０１２０ ０．０１１６

京 都 ０．０１７４ ０．０１７３

大 阪 ０．０４２６ ０．０４６２

兵 庫 ０．０４０１ ０．０３９６

奈 良 ０．０１９９ ０．０１９９

和歌山 ０．０１０４ ０．００９９

鳥 取 ０．００６５ ０．００６０

島 根 ０．００８６ ０．００７８

岡 山 ０．０１５５ ０．０１５２

広 島 ０．０２４０ ０．０２３３

山 口 ０．０１３５ ０．０１３０

徳 島 ０．００８１ ０．００７５

香 川 ０．００８５ ０．００８３

愛 媛 ０．０１２１ ０．０１１６

高 知 ０．００８４ ０．００７６

福 岡 ０．０３８６ ０．０３７８

佐 賀 ０．００８３ ０．００７８

長 崎 ０．０１４９ ０．０１３６

熊 本 ０．０１６０ ０．０１４９

大 分 ０．０１２５ ０．０１１８

宮 崎 ０．０１０８ ０．０１００

鹿児島 ０．０１６７ ０．０１５３
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図３ 三位一体改革後のαの変化率
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となったことを受けて，委譲額の７５％が基準財政収入の増加となると考えて，同額分が地方交

付税額から削減されるものとし，各都道府県の削減額は変更前の地方交付税のシェアにしたが

うものとする。

（想定５）基準財政需要額については改革前後で変化はないものとする。

このような想定のもとで計算した厚生ポジションが表７にまとめられている。表からただちに分かるこ

とは，改革により厚生ポジションが上昇するのは，千葉，東京，神奈川，愛知，大阪の５都府県である。

特に東京の上昇率が際立っている。東京は都が地方交付税不交付団体であるので，交付税削減の影響は受

けず，新たに配分される地方税の増加額が大きいために，相対的に改革以前よりも他地域に比べて豊かに

なっているからである。さらに三位一体改革前後の各都道府県のαの変化率を図示したのが図３である。

図３は都市圏と地方には厚生ポジションの対照的な変化があることを示している。懸念されている通り，

三位一体改革は地域間の財源配分を豊かな地域により手厚くするような方向へ進めることになる。

６．まとめ

本論文は与えられたデータをもとに戦後の日本における財政調整制度を厚生的な観点から評価すること

を目的とした。分析の結果，

・観察された期間において都市圏が地方圏に比べて高い厚生ポジションが与えられてきた

・三位一体改革は改革前に比べて都市圏に高い厚生ポジションを与える

という２つの新たなことが分かった。特に１番目の結果は通念とは反対のものであり，戦後の地方財政調

整制度についての研究の一連の結論とはまったく異なるものである。この結果が意味することは，地方財

政調整制度はナショナルミニマムの確保という点はともかく，財源調整機能を果たす際の前提，すなわち

財源不足の地方圏の財源を都市圏からの税収の移転により賄い，地方圏を相対的に優遇するという期待さ

れた役割を担うという前提そのものに疑問を投げ掛けているということである。

また２番目の結果は予想されたものであるが，この結果をどのように受け取るかで今後の国・地方の財

政関係の改革の方向が異なってくる。地方に仕事を与え，そのための財源も与えるという意味の地方分権

は三位一体改革によって一定の成果をあげることが期待できるが，その結果地域間の財政力格差が広がる

ことによって，これまで国によって保証されてきたナショナル・ミニマムの達成自体が地方によっては難

しくなる場合も考えられる。

したがって改革の結果生じるであろう地域間の財政力格差の是正をもう一度国・地方間の財政調整制度

全般の見直しの中で行うか，地方間の水平的な財政調整制度で新たに行うかを選択しなければならないと

考えられる。このような選択についてもやはり経済学の観点から厚生分析を行う必要があると考えるが，

これについては今後の課題としたい。
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